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  （公 印 省 略） 

都における新型コロナウイルス感染症に係るまん延防止等重点措置を踏まえた 

工事及び設計等業務の対応について 

「都における新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言解除（令和３年３月21日）を踏ま

えた工事及び設計業務等の対応について」（令和３年３月22日付２財建技第314号。以下「令和３

年３月22日通知」という。）注１を通知し、適切な対応をお願いしているところです。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止について、令和３年４月９日に政府対策本部長より新

型インフルエンザ等対策特別措置法に基づくまん延防止等重点措置を実施すべき区域について、東

京都を含む１都２府３県に拡大する公示がなされ、令和３年４月12日から東京都知事が23区、八

王子市、立川市、武蔵野市、府中市、調布市及び町田市を指定したまん延防止等重点措置を実施す

べき区域（以下「重点措置区域」という。）においても、まん延防止等重点措置を実施することに

なりました。 

また、令和３年４月９日に改正された新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針において

は、引き続き緊急事態宣言時に事業の継続が求められるものとして河川や道路などの公物管理、公

共工事が挙げられており、まん延防止等重点措置時も同様に事業の継続が求められています。これ

らを踏まえ、国土交通省より別紙「新型コロナウイルス感染症に係るまん延防止等重点措置を実施

すべき区域の変更（令和３年４月９日）に伴う工事及び業務の対応について」（令和３年４月12日

付事務連絡）の通知がありました。 

このことから、改めて受注者に対し「東京都における公共工事の新型コロナウイルス感染症拡大

防止対策ガイドライン（令和２年６月25日版）」注２（以下「都のガイドライン」という。）及び国

土交通省の「建設業における新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン（令和２年５月14 日

（令和２年12 月 24 日改訂版））」注３（以下「国のガイドライン」という。）の周知徹底を図るとと

もに下記のとおり対応をお願いいたします。 

殿



記

１ 受注者との協議と受注者の希望に応じた一時中止措置等（重点措置区域） 

工事又は測量・調査・設計等の業務（以下「工事等」という。）の一時中止措置等の対応につい

ては、令和３年３月22日通知及び都のガイドラインによることとしているが、新型コロナウイル

ス感染症の感染拡大防止の観点から改めて今後の対応について受注者と協議を行う。 

受注者から、一時中止等の希望の申出がある場合には、一時中止等を希望する期間のほか、受注

者の新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた取組状況（テレワークや時差出勤の状況な

ど）、従業員の状況（従業員の健康状態など）、工事現場における感染拡大防止措置の状況（「３つ

の密」を避けることが困難な場合など）等の事情を個別に確認した上で、必要があると認められる

ときは、「都における新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言を踏まえた工事及び設計等業

務の対応について」（令和２年４月８日付２財建技第15号。以下「令和２年４月８日通知」という。）

注４の１と同様の対応を行うこと。なお、一時中止の期間は適切に設定する。 

２ 受注者の希望に応じた一時中止措置等（重点措置区域以外） 

工事等の一時中止措置等の対応については、引き続き令和３年３月22日通知及び都のガイドラ

インによることとする。 

３ 工事等の継続又は再開に当たっての工事現場における感染拡大防止対策の徹底 

令和２年４月８日通知の２に基づき、受発注者双方において、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大防止対策が適切に実施されるよう取り組むこととする。また、受発注者双方において都及び国

のガイドラインを踏まえつつ、各工事等の実情に応じて創意工夫を行い感染症の拡大防止に努める

こととする。 

注１）「都における新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言解除（令和３年３月21日）を踏ま

えた工事及び設計業務等の対応について」（令和３年３月22日付２財建技第314号） 

https://www.e-procurement.metro.tokyo.lg.jp/files/covid-19/covid-19_36.pdf

注２）東京都における公共工事の新型コロナウイルス感染症拡大防止対策ガイドライン 

（令和２年６月25日版） 

http://www.e-procurement.metro.tokyo.jp/files/covid-19/covid-19_27.pdf

注３）建設業における新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン 

（令和２年５月14 日（令和２年12月 24日改訂版）） 

http://www.e-procurement.metro.tokyo.jp/files/covid-19/covid-19_32.pdf



注４）「都における新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言を踏まえた工事及び設計等業務の対

応について」（令和２年４月８日付２財建技第15号） 

http://www.e-procurement.metro.tokyo.jp/files/covid-19/covid-19_16.pdf 
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